
資料３



グローバル課題検討WG
事業者ヒアリング・ご説明資料

LINE株式会社 公共政策室

2019年9月4日



LINEについて

通信の秘密への取組み

事故報告

01

02

03

Contents



4



「LINE」アプリ

LINEは、ユーザー同士であれば国内・海外を問わず、無料で音声・ビデオ通話・チャット
が楽しめるコミュニケーション・アプリです。
当社は、届出電気通信事業者として通信の秘密の保護および重大事故の報告義務などを定め
る電気通信事業法に則って日本国内のユーザーにサービスを提供しています。
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MAU

テキスト 7000万人

8,100万人

国内月間
アクティブユーザー

出典： 自社調べ LINEアプリ 月間アクティブユーザー 2019年6月末時点



スマートポータルの実現

LINEでは、「LINE」を入口としてオンライン・オフラインを問わず、必要とする人や情報・
サービス、企業・ブランドとシームレスに繋がり、全てが完結する「スマートポータル」の実
現を目指しています。そしてその中でも、「広告」をコア事業、「Fintech」や「コマース」、
「AI」を戦略事業と位置付けています。
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海外展開

海外に拠点を置き、グローバルに事業を展開しています（主要4か国のMAUは1億6,400万
人）。
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Privacy Risk Assessment

サービス開発への影響を低減化しつつユーザーのプライバシー保護を図るため企画段階におい
て、データのライフサイクルに沿って、サービス・機能のプライバシーへの影響および適法性
を確認しています。
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1. プライバシー
User Privacy

2. 通信の秘密
Secrecy of communication

3. 個人情報保護法
Personal Information Protection Law
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利用者同意

「通信の秘密」に関する情報を利用する場合、国内・海外を問わず利用者から同意を取得して
います。
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https://linecorp.com/ja/security/transparency/top

捜査機関からの開示請求

「通信の秘密」に関する情報については原則として令状を根拠とする場合に限り捜査機関に開
示しています。
捜査機関への開示状況については「TRANSPARENCY REPORT」として公開しています。
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https://linecorp.com/ja/security/transparency/top


重大事故の報告

LINEでは、重大事故などが発生したときは原因を調査した上、法律に則り総務省に報告を
行っています。

（過去の事例）
－ 発生日時：平成28年3月11日
－ 継続時間：1時間40分
－ 影響地域：全国
－ 影響利用者数：約32.4万
－ 事故の概要：無料音声通話サービスおよびLINEメッセージサービスが利用できない状況

が発生（無料音声通話サービスが重大な事故に該当）

事故の概要について自社のウェブサイトで公表するとともに、原因・再発防止策と併せて総
務省へ報告
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